
決算報告

【 普通会計 】一般会計、コミュニティ・プラント整備事業特別会計を合算したもの

平成29年度

普通会計決算
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9月定例議会において平成29年度決算が認定されましたので決算概要をお知らせします。

※万円未満の数値を切り捨てているため、合計と少し違いがあります。　※（　）内は前年度と比較しての増減額です。

歳入詳細（増加の主な要因）
・投資的経費の増加に伴い市債が8億6,220万円増加     
・財源不足を補うため基金を取り崩したことなどにより繰入金が6億8,507万円増加

218億1,735万円 対前年度比15億4,465万円（7.6％）増加

歳入

歳出詳細（増加の主な要因）
・学校規模適正化推進事業や国道沿線活性化事業などにより普通建設事業費が14億8,458万円増加
・過去の大型建設事業の際に借入した市債の元金償還開始等により公債費が3億7,206万円増加

211億7,015万円 対前年度比14億876万円（7.1％）増加

歳出

※平成28年度決算までは飲料水供給事業特別会計も普通会計の対象でしたが、水道事業会計との統合により特別会計が廃止されたため、
普通会計の対象となる会計は2つとなりました。    

■地方交付税…89億2,165万円（‒3億1万円）
どのまちでも一定の行政サービスを行えるよう市町村間
の財政力の差をなくすために国から交付されるお金。所得
税、法人税、酒税、消費税が原資。

■市税…35億3,986万円（＋1億1,697万円）
市民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税など市が課税
徴収する税金。

■市債…22億8,130万円（+8億6,220万円）
公共施設などを整備するために必要なお金を国などから
調達する借金。

■県支出金…18億733万円（+1億3,324万円）
市が行う事業に対して必要性に応じて県から支給される
お金。

■国庫支出金…17億2,968万円（‒6,208万円）
市が行う事業に対して必要性に応じて国から支給される
お金。

■繰入金…13億3,962万円（+6億8,507万円）
資金運用の方法として特別会計、企業会計、基金から受け
入れるときの収入。 

■地方消費税交付金…5億4,044万円（+402万円）
8％の消費税は、消費税（国税）の6.3％分と地方消費税

（県税）の1.7％分を合計したものを指す。地方消費税（県
税）の税収の2分の1が市町村に交付される。

■繰越金…3億911万円（‒2,678万円）
前年度の決算で生じた余剰金を、次年度の歳入に編入す
るときの収入。

■使用料…3億654万円（‒950万円）
市が管理している施設を利用する際に市に納付されたお
金。 

■その他…10億4,179万円（+1億4,154万円）
諸収入、地方譲与税、分担金及び負担金、各種交付金。 
 

■民生費…55億3,100万円（‒1億3,719万円）
社会福祉、身体障害者・高齢者・児童福祉など福祉の全般的な経費。

■公債費…39億1,800万円（+3億7,206万円）
市が借りたお金（借金）の返済経費。

■総務費…28億3,253万円（‒5,518万円）
企画、財政、電算処理、税の賦課、戸籍、選挙など一般的な行政事務経費。

■土木費…22億3,492万円（+3億9,916万円）
道路や河川、公営住宅の建設・整備、維持のための経費。

■教育費…20億6,377万円（+5億8,416万円）
幼稚園、小中学校など教育に関係する経費と生涯学習や運動公園、
博物館などの経費。

■農林水産業費…16億9,795万円（+1億3,457万円）
農業、林業、水産業の振興のための経費。

■衛生費…15億5,889万円（‒3,195万円）
保健事業に関係する経費、環境対策に関する経費。

■消防費…6億5,349万円（+7,565万円）
消防や火災予防に関係する経費。

■商工費…2億8,511万円（+726万円）
観光や商工業の振興に関係する経費。

■災害復旧費…1億8,646万円（+6,218万円）
風雨、地震など災害を受けた施設を復旧するための事業費。

■その他…2億798万円（‒198万円）
議会費、労働費。

■公債費…39億1,800万円（+3億7,206万円）
市が借りたお金（借金）の返済経費。

■人件費…37億3,371万円（‒8,046万円）
職員や議員、各種委員に支払われる給料や社会保険料、報酬など。

■物件費…31億9,411万円（+5,878万円）
旅費、消耗品費、食糧費、通信運搬費、手数料、備品購入費、使用料、
委託料などの経費。

■普通建設事業費…28億7,096万円（+14億8,458万円）
道路、橋、河川、消防施設、学校、公営住宅などの新設、増設、改良事業
や不動産取得等の投資的な事業費。

■繰出金…25億523万円（‒4億9,252万円）
特別会計の事業や事務の補助のため、一般会計から特別会計に
支出した経費。

■扶助費…24億3,453万円（‒2億4,579万円）
市が法令や条例によって、お金や物品を被扶助者に提供する経費。

■補助費等…18億3,128万円（+3億6,258万円）
報奨金、謝礼金、負担金、補助金など。

■積立金…3億3,439万円（‒4,586万円）
基金などに積み立てる経費。 

■災害復旧事業費…1億8,646万円（+6,218万円）
風雨、地震など災害を受けた施設を復旧するための事業費。

■維持補修費…1億5,802万円（‒6,669万円）
市が管理する公共施設（道路など）の維持をするための経費。 

■投資及び出資金・貸付金…340万円（‒8万円）
財産法人などに対する出損金や公営企業の資本を整備するための
出資的経費など。
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